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１．2022年の国際情勢（概観・展望） 

２．日米関係 

３．日中関係 

４．日韓関係 

５．北朝鮮情勢 

６．日露関係 

７．核兵器の軍縮・不拡散 

 

 

2022年は米国連邦議会中間選挙の実施や中国共産党大会の開催が予定されており、日中

国交正常化50周年という節目の年でもある。岸田総理は施政方針演説で「厳しさと複雑さ

を増す国際情勢の中で、日本外交のしたたかさが試される一年」であると述べている1。本

稿では、2021年までの動きを振り返りつつ、2022年の国際情勢を概観・展望した上で、日

本外交の課題のうち特に日米関係、日中関係、日韓関係、北朝鮮情勢、日露関係及び核兵

器の軍縮・不拡散について論ずる2。なお、肩書はいずれも当時のものである。 

 

１．2022年の国際情勢（概観・展望） 

2022年11月には米国の連邦議会中間選挙3が予定されている。現在、上院は民主・共和両

党が各50議席4、下院は民主党221議席、共和党212議席であり、バイデン政権を支える民主

党が上下両院において僅差で優位に立っているにすぎず、選挙結果が米国の外交・安全保

障政策の推進に影響を及ぼすことになる。 

 
1 第208回国会参議院本会議録第１号（令4.1.17） 
2 本稿は2022年２月２日現在の情報に基づき執筆している（参照ＵＲＬの最終アクセス日も同日）。 
3 上院は全議席の３分の１、下院は全議席が改選となる。 
4 上院の採決において投票数が同数となった場合、上院議長を兼務するハリス副大統領が決裁票を投じること

になる。 
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トランプ政権期に顕在化した米中対立の根幹には技術や安全保障をめぐる覇権争いがあ

るとされ、同政権で導入された対中追加関税や輸出管理等の制裁措置は、バイデン政権に

おいて継続・強化されている。今後も米中間の対立・競争は継続していくものと思われる

が、制裁緩和に向けた動きや気候変動対策に係る協力を模索する動きも見られるところで

あり、米中関係について様々な側面から注視していく必要がある。 

中国では、2022年２月から３月にかけて北京冬季オリンピック・パラリンピックが開催

される。米英豪加等の各国は新疆ウイグル自治区等における人権侵害を理由として外交的

ボイコットを表明しているが、国により対応は異なっている（後述３．（２）参照）。 

2022年秋には５年に一度の中国共産党大会の開催が予定されており、2021年11月に党の

第19期中央委員会第６回全体会議で歴史決議5が採択されるなど、習近平体制の継続が見込

まれている。中国が台湾周辺での軍事活動を活発化させる中、党大会後の中国の対外政策・

活動が注目される。 

北朝鮮では、2022年１月、朝鮮労働党中央委員会政治局会議が開催され、対米関係の信

頼構築措置6を全面的に見直し、暫定中止していた全ての活動の再稼働を迅速に検討すると

決定された旨報じられており、核実験や大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）の発射実験の再

開が懸念されている7。 

ミャンマーでは2021年２月の国軍による軍事クーデター後、各地で市民による抗議デモ

と国軍による弾圧が続いている。国軍は2023年８月までに総選挙を実施する方針を表明し

ているが、先行きは不透明である。日本は先進国の中で最大のミャンマー支援国とされ、

国軍を含めミャンマー側との間の様々な意思疎通のルートを通じ、国軍に対して民間人に

対する暴力的な対応の即時停止、拘束された関係者の解放、民主的な政治体制の早期回復

を申し入れているが、事態の打開には至っていない。 

欧州では、2021年からロシアがウクライナ周辺に大規模な軍隊を展開しており、軍事的

緊張が高まっている。ロシアは北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）の東方不拡大8等を要求して

いるが、ＮＡＴＯ側との隔たりは大きく、米欧各国はロシアに対して経済制裁を警告する

とともに、ウクライナに武器供与や資金援助を行い、ウクライナの周辺国に部隊を派遣し

ており、今後の推移を注視する必要がある。 

中東では、イランの核問題をめぐり、2021年４月以降、米国・イラン間の協議がＥＵと

英仏独中露の仲介により間接的に行われており、イランの包括的共同作業計画（いわゆる

核合意）への復帰、米国の対イラン制裁解除等について交渉されているが、同年８月に反

米・保守強硬派とされるライースィ大統領が就任したこともあり、協議は難航している。

米国トランプ政権による2018年の核合意離脱を受けて、イランは平和目的であることを主

 
5 毛沢東、鄧小平と並ぶ指導者として習近平を位置付けたことにより、習近平政権が３期目も継続するという

意思を示した旨指摘されている（高原明生・川島真対談「中国「歴史決議」の射程」『外交』Vol.70（2021.

11/12）44頁）。 
6 2018年４月、北朝鮮は初の米朝首脳会談を前に、核実験とＩＣＢＭ発射実験の中止を表明していた<https:/

/www3.nhk.or.jp/news/html/20220120/k10013439971000.html>。 
7 『読売新聞』（令4.1.21） 
8 ウクライナ・ジョージアに関しては、2008年のＮＡＴＯ首脳会議で将来の加盟について合意された。 
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張しながら、核合意の上限を超えるウラン濃縮等の活動を進めており、平和目的の原子力

活動を認める核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）体制への影響も懸念される9。 

アフガニスタンでは、2021年９月、タリバーン暫定政権が発足したが、国際的な承認を

得られていない。人口の半数が深刻な飢餓に直面しているとされ10、日本は国際機関や米欧

等の国々とともに、多様な民族・宗派が参加する政治体制、女性の権利尊重等の実現を見

極めながら、アフガニスタンの再建に向けた支援を実施することが求められる。 

 

２．日米関係 

（１）日米首脳会談 

日米両国は普遍的価値及び戦略的利益を共有する同盟国であり、日本政府は日米同盟を

外交・安全保障の基軸に位置付けている。 

岸田総理の就任後初の外国首脳との電話会談として、バイデン大統領との日米首脳会談

が2021年10月に行われた。両首脳は、日米同盟を一層強化し、「自由で開かれたインド太平

洋」の実現を通じて、地域及び国際社会の平和と安定に取り組んでいくこと、中国や北朝

鮮をはじめとする地域情勢やその他の主要課題について、同年４月の日米首脳共同声明を

踏まえて日米で緊密に連携していくこと、新型コロナ、気候変動、「核兵器のない世界」に

向けた取組11といった地球規模課題への対応でも緊密に連携していくことで一致したほか、

バイデン大統領から拉致問題の即時解決について支持を得た。 

2022年１月、テレビ会談形式による日米首脳会談が行われた。両首脳は「自由で開かれ

たインド太平洋」の実現に向けた日米の連携、豪州、インド、ASEAN、欧州等の同志国との

協力深化、同年前半における日米豪印首脳会合の日本開催で一致した。地域情勢について、

東シナ海・南シナ海における一方的な現状変更の試みや経済的威圧への反対を確認し、台

湾海峡の平和と安定の重要性を強調し、両岸問題の平和的解決を促すとともに、香港情勢

や新疆ウイグル自治区の人権状況について深刻な懸念を共有したほか、安保理決議に沿っ

た北朝鮮の完全な非核化に向けた日米・日米韓の連携やウクライナ情勢12に係る日米の連携

で一致した。経済面では、閣僚レベルの日米経済政策協議委員会（経済版「２＋２」）の立

ち上げで合意し、経済安全保障に係る連携、日米協力のインド太平洋地域への拡大を確認

したほか、岸田総理はインド太平洋経済枠組み（ＩＰＥＦ）13を含む米国の地域へのコミッ

 
9 浅田正彦「ＮＰＴ50年の成果と課題」『エネルギーレビュー』（2020年９月） 
10 国連世界食糧計画ウェブサイト<https://ja.wfp.org/news/afukanisutanterenkounobanshukashenkenajien

izhimianrendaodenisukajiludereherunikuoda> 
11 2021年４月に開催された菅総理及びバイデン大統領による日米首脳会談の際の共同声明「新たな時代におけ

る日米グローバル・パートナーシップ」では、核軍縮に関する記述は見当たらない。 
12 2021年12月、日本を含むＧ７外相及びＥＵ上級代表は「ロシア及びウクライナに関するＧ７外相声明」を発

表し、ロシアに対して緊張緩和、外交チャネルでの対話、軍事活動の透明性に関するコミットメントの遵守

を求めている。 
13 2021年10月、バイデン大統領は東アジア首脳会議（ＥＡＳ）において、貿易促進、デジタル経済と技術、強

じんなサプライチェーン、脱炭素化とクリーンエネルギー、インフラ、労働者基準などの優先課題を含む、

共通の目的を遂行する包括的なインド太平洋経済枠組みの構想について表明した（米国大統領府ウェブサイ

ト<https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2021/10/27/readout-of-president-

bidens-participation-in-the-east-asia-summit/>、在日米国大使館ウェブサイト<https://jp.usembassy.

gov/ja/fact-sheet-secretary-blinken-20211213-ja/>）。 
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トメントを歓迎した。また、在日米軍施設・区域における新型コロナウイルス感染症の拡

大防止で合意したほか、岸田総理から現実主義に基づく核軍縮の考えを説明し、バイデン

大統領から支持が表明された。 

 

（２）日米の通商関係 

2020年１月にトランプ政権下で日米貿易協定が発効した。同協定上の税率の適用を受け

る牛肉の輸入数量（2020年４月から2021年３月上旬まで）が基準数量を超過したため、2021

年３月18日から４月16日までの30日間、同協定に基づく牛肉セーフガードが発動された。

交換公文上、セーフガードが発動された場合には、発動基準数量を一層高いものに調整す

るための協議を開始し、発動後90日以内の協議終了を目指すこととされており、日米両政

府間で協議が行われているが、合意に至っていない。 

自動車・同部品の関税撤廃については、2019年９月の「日米共同声明」に基づき継続協

議となっており、引き続き同共同声明に沿って協議を行うこととされている14。また、2017

年にトランプ政権下で米国は環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ12）協定から離脱し、日

本政府は米国の復帰を促しているが15、バイデン政権下で2021年３月に公表された国家安全

保障戦略の暫定的な指針においては、米国の労働者と地域社会に投資した後でなければ新

たな通商交渉に着手しない旨明記されている。 

2021年11月、日米両政府の局長級16による日米通商協力枠組みが立ち上げられた。この枠

組みでは、通商分野における日米共通のグローバル・アジェンダやインド太平洋地域にお

ける協力及び日米二国間の通商協力等に関する議論が行われる予定である17。 

 

（３）米中関係 

バイデン大統領は2021年２月の外交演説において、中国を最も手ごわい競争相手と位置

付け、中国の攻撃的で強圧的な行動に対抗していく旨表明した。また、同月の習近平国家

主席との米中首脳電話会談において、バイデン大統領は、国際的な公衆衛生、気候変動、

武器の拡散防止といった共通の課題について、米国民と同盟国の利益を促進する上で、中

国と現実的かつ結果志向の関与を行っていくとしたが、同時に、中国の高圧的で不公正な

経済慣行、香港での弾圧、新疆ウイグル自治区における人権侵害、台湾を含む地域での独

断的な行動に対し、根本的な懸念を表明した。 

 
14 タイ米国通商代表は、2021年11月の訪日前の記者会見において、日米両国間の自動車分野の協議について消

極的な姿勢を示している（『朝日新聞』（令3.11.12））。 
15 2021年11月、林外務大臣はタイ米国通商代表との会談において、米国のＴＰＰ復帰やインド太平洋地域にお

ける国際秩序に関する米国の更なる関与を働きかけたのに対し、タイ代表は米国が進めるＩＰＥＦについて

日米で緊密に連携していきたい旨述べるとともに、米国の労働者中心の通商政策について説明した。 
16 日本側は経済産業省通商政策局長及び外務省経済局長、米国側は通商代表部通商代表補が参加する。 
17 米国通商代表部は、協力の最初の重点分野として、第三国に関する懸念、地域・多国間の通商関連枠組み、

労働・環境関連の優先課題への対応、デジタル・エコシステム、貿易円滑化等が含まれると説明している（日

本貿易振興機構（JETRO）「ビジネス短信 日米政府、通商協力枠組みを立ち上げ、ＥＵとは３極パートナー

シップ刷新で合意」<https://www.jetro.go.jp/biznews/2021/11/56a07c1eac959586.html>、米国通商代表部

ウェブサイト<https://ustr.gov/about-us/policy-offices/press-office/press-releases/2021/november/

united-states-and-japan-announce-formation-us-japan-partnership-trade-0>）。 
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米中の通商関係について、トランプ政権は中国による米国企業の知的財産権侵害等を問

題視し、４回にわたって追加関税を発動した。これに対して中国は、対米輸入品に米国に

よる措置と同等規模の追加関税を発動するなど対立姿勢を示した。2020年１月、米中は第

１段階の経済・貿易協定に署名し、対立が一部緩和されたが、依然として米国の制裁が維

持されたままの状況にあり、中国の補助金の見直しや国有企業改革等の解決は、今後の協

議に先送りされていた。 

様々な場面で米中対立が浮き彫りになる一方、両国関係を改善しようとする動きも見ら

れる。2021年９月には２回目の米中首脳電話会談が行われ、両首脳は競争を衝突につなげ

ないための両国の責任について意見を交わした。また、同年10月、通商関係に関し、タイ

米国通商代表と中国の劉鶴・国務院副総理による電話会談が行われ、第１段階の経済・貿

易協定の実施状況を確認するとともに、米中間で未解決の問題を交渉していくことで合意

したほか18、国連気候変動枠組条約第26回締約国会議（ＣＯＰ26）開催中の同年11月には、

米中による気候変動対策に関する共同宣言が発表され、今後10年間の対策を検討する作業

部会の設置など、両国が協調して対策を強化するとされている。 

2021年11月、オンライン形式で米中首脳会談が開催され、新疆ウイグル自治区、チベッ

ト、香港における中国の慣行や人権問題全般、中国による貿易・経済慣行、インド太平洋

地域における航行の自由等のほか、両国の利益が重なる分野である健康安全保障や気候変

動、エネルギー供給の安定化、北朝鮮、アフガニスタン、イランなどの地域の主要な課題

について議論された。バイデン大統領は台湾に関し、「一つの中国」政策にコミットしてい

ることを強調し、現状変更や台湾海峡の平和と安定を損なう一方的な取組に強く反対した。

他方で戦略的なリスク管理の重要性を強調し、競争が衝突に転じることがないよう、常識

的なガードレールが必要との認識を示した19。 

サリバン大統領補佐官（国家安全保障担当）は首脳会談翌日のウェビナーにおいて、米

中の次のステップとして、①ＣＯＰ26で発表した米中の共同宣言の実施や世界的な新型コ

ロナワクチン接種への協力を含む気候変動や公衆衛生などでの緊密な連携、②イランや北

朝鮮における核問題に関する協力、③台湾海峡の平和と安定の確保と誤解の回避、④第１

段階の経済・貿易協定の履行と世界的なエネルギー不足への対処の４点を示した20。 

米中間の中長期的な対立・競争が見込まれる中、日本外交は日米同盟を強化しながら「建

設的かつ安定的な」日中関係を構築するという難しい舵取りを迫られている。 

 

 
18 JETRO「ビジネス短信 タイ米ＵＳＴＲ代表、中国副首相と通商会談、政権の対中政策発表後で初」<https:

//www.jetro.go.jp/biznews/2021/10/b8c54ccd24cf9b6f.html>、米国通商代表部ウェブサイト<https://ust

r.gov/about-us/policy-offices/press-office/press-releases/2021/october/readout-ambassador-tais-v

irtual-meeting-vice-premier-china-liu-he> 
19 JETRO「ビジネス短信 米中首脳会談、具体的成果に欠けるも一定の評価、米識者の見方」<https://www.je

tro.go.jp/biznews/2021/11/f84383997ea2f7db.html>、米大統領府ウェブサイト<https://www.whitehouse.

gov/briefing-room/statements-releases/2021/11/16/readout-of-president-bidens-virtual-meeting-wit

h-president-xi-jinping-of-the-peoples-republic-of-china/> 
20 米国ブルッキングス研究所ウェブサイト<https://www.brookings.edu/wp-content/uploads/2021/11/fp_20

211116_biden_xi_sullivan_transcript.pdf> 
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３．日中関係 

（１）国交正常化50周年を迎える日中関係 

近年、中国公船による尖閣諸島周辺海域での活動が活発になっており、2021年６月には

中国公船の連続航行日数が過去最長記録を更新し、翌７月まで継続した。また、同年２月

には国際法違反の可能性が指摘されている中国海警法が施行されている。 

2021年10月、習近平国家主席との日中首脳電話会談において、岸田総理は両国間の様々

な懸案を提起するとともに、日中国交正常化50周年である2022年を契機に、建設的かつ安

定的な関係を共に構築していかなければならない旨述べた。習主席からは、そうした考え

方に対する賛意と共に日中関係を発展させていくことへの意欲が示され、両首脳は共通の

諸課題における協力、両国間の経済・国民交流の後押しを行うことで一致した。 

2021年11月、王毅国務委員兼外交部長との日中外相電話会談において、林外務大臣は尖

閣諸島をめぐる情勢や東シナ海、南シナ海、香港、新疆ウイグル自治区等の状況に対する

深刻な懸念を表明し、台湾海峡の平和と安定の重要性について述べたほか、日本産食品に

対する輸入規制の早期撤廃を強く求めた。 

一方、2019年６月の日中首脳会談において安倍総理が招請した習主席の国賓訪日につい

て、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けて2020年３月に延期が発表された後、実現に

至っていない。岸田総理は「新型コロナウイルス感染症を含め、状況を見極める必要があ

り、今は具体的な日程調整をする段階にない」との認識を示している21。 

2021年９月、中国は「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定」（Ｔ

ＰＰ11協定）22への加入を申請し、続いて台湾が加入を申請した23。加入には全加盟国の支

持が必要となるが、中国については国有企業、補助金、電子商取引や労働等の分野が、台

湾については日本産食品の禁輸が加入の障壁になるとの指摘がある。岸田総理は、ＴＰＰ

11の「高いレベルを維持しながらの拡大に取り組む」24とした上で、中国については「貿易

慣行に関して様々な意見があり、ＴＰＰ11の高いレベルを完全に満たす用意ができている

のか、まずはこれをしっかりと見極める必要がある」との方針を示し、台湾については「同

様にしっかりと見極める必要がある」としつつ、「我が国にとって基本的価値を共有し、緊

密な経済関係を有する極めて重要なパートナーである台湾は、加入申請に向けて様々な取

組を公にしてきており、我が国としても台湾による申請を歓迎している」旨述べている25。 

岸田総理は中国に対する外交方針に関し、施政方針演説において「中国には、主張すべ

きは主張し、責任ある行動を強く求めていくと同時に、諸懸案も含めて対話を重ね、共通

の課題については協力する」旨述べているが26、諸懸案に係る対話において、日本の国益に

資するようＴＰＰ加入交渉を活用すべきとの指摘がある27。 

 
21 『産経新聞』（令3.11.17） 
22 ＴＰＰ12協定から離脱を表明した米国以外の国の間で一部条文を除く同協定の内容を実現するための協定。 
23 このほか、2021年２月に英国が加入を申請し、同年６月から加入手続が開始されている。また、2021年12月

にエクアドルが加入を申請した。 
24 第208回国会参議院本会議録第１号（令4.1.17） 
25 第207回国会参議院本会議録第３号（令3.12.10） 
26 第208回国会参議院本会議録第１号（令4.1.17） 
27 『毎日新聞』（令4.1.13）、『朝日新聞』（令4.1.19） 
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（２）中国の人権状況に対する国際社会の対応 

近年、国連等において中国国内の人権侵害が指摘されているのに対し、中国は事実無根

と反論し、国連等による調査の受入れを拒否している28。国連人権理事会等において、新疆

ウイグル自治区、香港等における人権状況を懸念し、中国政府を非難する共同声明が欧米

を中心とする諸国（日本を含む）から度々発表されているが、これに対抗して中国を擁護

し、人権問題を利用した中国への内政干渉に反対する共同声明がアフリカ、中東を中心に、

中国を非難する声明の国の数を上回る諸国から発表されるという状況が続いている29。 

新疆ウイグル自治区における人権侵害について、米国政府はトランプ政権下でジェノサ

イドと認定しており30、バイデン政権下でも引き継がれている。また、欧州各国の議会では、

ジェノサイドに該当する旨表明する決議が採択されている31。日本はジェノサイドを対象犯

罪とする国際刑事裁判所規程の締約国ではあるものの、締約国にジェノサイドの防止義務、

処罰義務等を課す「集団殺害犯罪の防止及び処罰に関する条約32」（ジェノサイド条約）に

は加入していない。政府は、ジェノサイドの認定について「一般論として、ある事案をジェ

ノサイドと認めるかどうかに当たっては、関連情報を収集し、事実関係を確認した上で、

分析した結果等に基づいて総合的に判断する必要があるが、ジェノサイド条約を締結して

いるかどうかとは必ずしも直接の関係はない」とした上で、同条約への加入について、日

本が加入する必要性や、その際に「必要となる国内法整備の内容等について慎重に考える

必要がある」旨説明している33。 

米国、英国、ＥＵ等は同自治区における人権侵害の実態調査を主張し、中国当局者に対

する経済制裁を行い34、2022年北京冬季オリンピックの外交的ボイコット35を各国に呼びか

けている。2021年12月、松野内閣官房長官は記者会見において、北京オリンピックに政府

代表団を派遣せず、国際オリンピック委員会の招待を受けて橋本聖子東京オリンピック・

 
28 中国外務省は国連人権高等弁務官による新疆ウイグル自治区の訪問について、双方の交流・協力を目的とす

る訪問を受け入れる方針を表明した旨報じられている（『読売新聞』（令 4.1.30））。 
29 中国に多数の国の賛同が集まる背景として、中国による外交上の成果、「一帯一路」関連の投資、新型コロナ

関連支援に対する開発途上国の期待のほか、新疆等における統制・監視体制の定着・深化が指摘されている

（熊倉潤「新疆、香港の人権をめぐる共同声明と中国」<http://www.jiia.or.jp/research-report/china-f

y2021-01.html>）。 
30 認定の際、ジェノサイド条約上のジェノサイドの要件該当性に触れていない旨指摘されている（坂元茂樹「中

国の人権問題と日本の対応」『国際問題』No.704（2021.12）脚注１）。 
31 『日本経済新聞』（令4.1.25）。2022年２月１日、衆議院本会議において「新疆ウイグル等における深刻な人

権状況に対する決議」が行われた。同決議では「中国」との文言はないが、深刻な人権状況について、国際

社会が納得するような形で説明責任を果たすよう求めるとともに、日本政府に対し、事実関係に関する情報

収集や監視・救済のための包括的施策の実施を求めている（第208回国会衆議院本会議録第４号（令4.2.1））。 
32 第185回国会衆議院法務委員会議録第４号15頁（平25.11.5） 
33 第204回国会衆議院外務委員会議録第２号32～33頁（令3.3.10） 
34 日本の法制度における人権侵害を直接の理由とする制裁措置に関し、政府は出入国管理及び難民認定法（昭

和26年政令第319号）上の上陸拒否事由の中に当該事由は存在せず、外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律

第228号）上の資産凍結・輸出入規制について、国連安保理決議など我が国が締結した条約その他の国際約束

を誠実に履行するため必要があると認めたときを除いて難しい旨の見解を示している。このような現状を受

けて、人権侵害を直接の理由とする制裁措置を可能にする法律の制定を目指す動きがある（第203回国会衆議

院外務委員会議録第２号25～26頁（令2.11.13））。 
35 Ｇ７では、次のオリンピック開催を控えるフランス（夏季）及びイタリア（冬季）、中国と経済面で緊密なド

イツは外交的ボイコットに消極的であると報じられている（『毎日新聞』（令3.12.25））。 
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パラリンピック大会組織委員会会長等が出席する旨発言し、外交的ボイコットには言及し

なかった36。 

中国の人権状況に対する岸田総理の今後の取組が注目される。 

 

４．日韓関係   

日韓関係は2018年10月の旧朝鮮半島出身労働者問題に関する韓国大法院の判決を契機と

して、1965年の国交正常化以降最悪とも言われる厳しい状況が続いている。 

 

（１）旧朝鮮半島出身労働者問題 

2018 年 10 月及び 11 月、朝鮮半島が日本統治下にあった第二次世界大戦中に日本本土で

強制的に働かされたとする韓国人の原告が新日鐵住金（現・日本製鉄）と三菱重工業に対

して損害賠償を求めた訴訟の上告審で、韓国大法院が両社に賠償支払等を命じる判決をそ

れぞれ確定させた37。2021 年９月及び 12 月には、韓国の地方裁判所が三菱重工業及び日本

製鉄の韓国国内で差し押さえられていた資産の売却を命じる決定を下した。日本政府はこ

れらの決定に対して韓国政府に抗議したが、両社の資産売却に向けた司法手続が進められ

ている38。 

 

（２）慰安婦問題 

2015年12月、慰安婦問題の「最終的かつ不可逆的」な解決が政府間で確認され（日韓合

意）、日本政府が支出した10億円を基に「和解・癒やし財団」による元慰安婦の心の傷を癒

す事業が開始されたが、2017年５月に発足した文在寅政権は日韓合意が元慰安婦の意思を

十分に反映せず、真の問題解決にならないとして、2018年７月に日本政府の拠出金10億円

を全額韓国政府の予算から充当する予備費支出を閣議で承認し、2019年７月、財団は日本

側の同意を得ないまま登記上の解散手続を終え、清算法人となった39。 

2021年１月、ソウル中央地方裁判所は元慰安婦等12人が日本政府を相手として提起した

損害賠償請求訴訟において、国際法上の主権免除40の原則を否定した上で、日本政府に対し、

原告へ各１億ウォンずつ支払うことを命じる判決を下したが41、同年４月、同裁判所は同趣

 
36 『読売新聞』（令3.12.25） 
37 2021年６月、ソウル中央地方裁判所は、日本企業16社を相手とした類似の損害賠償請求訴訟において、日韓

請求権協定により原告の請求権が消滅したとは言えないが、訴訟での請求権の行使は制限されるとして、原

告の訴えを却下した。 
38 2021年10月、三菱重工業は同社資産の売却を命じた大田地裁の決定を不服として即時抗告を行った（『毎日

新聞』（令3.10.21））。また、2022年１月、日本製鉄も同様に、大邱地裁浦項支部の決定を不服として即時抗

告を行った（『毎日新聞』（令4.1.13））。 
39 2021年12月29日、韓国の鄭義溶外交部長官は記者会見で、財団の残余金（約56億ウォン）の活用等について

日本側と協議しているが、日本側は日韓合意の遵守を主張している旨発言した（『毎日新聞』（令4.1.8）、聯

合ニュースウェブサイト<https://jp.yna.co.kr/view/AJP20211229002500882?section=japan-relationship

/index>）。 
40 外国自身及びその財産が法廷地国の裁判管轄権・執行管轄権から免除されることを指す（浅田正彦編著『国

際法（第４版）』（東信堂、2019年）131頁）。 
41 日本政府は、同判決は国際法及び日韓両国間の合意に明らかに反するものであり、極めて遺憾であり、断じ

て受け入れることはできないとの立場であり、控訴しなかったため、2021年１月23日、判決は確定した。 
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旨の別の訴訟においては、国際法上の主権免除の原則を認めた上で、訴えを却下した。同

年６月、韓国政府は慰安婦問題関連部署の高官や原告代理人らで構成する協議体を発足さ

せたが、慰安婦問題の解決に向けた具体的な進展は見られていない。2021年１月の確定判

決に基づき、ソウル中央地方裁判所は同年６月、日本政府に対し、韓国内に所有する財産

目録の提出命令を決定した42。 

 

（３）その他 

2019年７月、日本政府が韓国向けの輸出管理を見直し、優遇措置を適用する国のグルー

プからの除外、半導体材料３品目に係る輸出審査の厳格化を行ったことに韓国側は強く反

発し、同年９月、半導体材料の輸出管理の見直しがＷＴＯ協定43に違反するとして、世界貿

易機関（ＷＴＯ）に提訴した上で、輸出管理の優遇措置を適用する国のグループから日本

を除外した。このような中、同年８月には韓国が日韓秘密軍事情報保護協定（GSOMIA）44の

終了を決定し、日本に通告したものの、協定の失効期限（同年11月23日）の直前になって

終了通告の効力停止を発表するとともに、ＷＴＯへの提訴手続の停止を発表する動きもあっ

た。しかし、日韓で協議が継続されていたにもかかわらず、2020年６月、韓国はＷＴＯへ

の提訴手続の再開を発表し、翌７月には紛争処理小委員会（パネル）が設置された。 

2021年４月には東京電力福島第一原発の処理水を海洋に放出する日本政府の決定に関し、

韓国政府は放出の差止めを求める暫定措置を含む国際海洋法裁判所への提訴も辞さない構

えを見せた。 

このほか、日韓の間には韓国による日本産水産物の輸入規制をめぐる問題、竹島の領有

権をめぐる問題、「日本海」呼称問題（韓国や北朝鮮が「東海」への改称・併称を求めてい

る問題）等、多数の懸案事項が存在している。 

これらの懸案事項が存在する中、2021年10月、岸田総理は文在寅大統領との日韓首脳電

話会談において、旧朝鮮半島出身労働者問題や慰安婦問題等により日韓関係は引き続き非

常に厳しい状況にある旨述べた上で、これらの問題に関する日本の一貫した立場に基づき、

韓国側に適切な対応を強く求めた45。 

加えて、2021年12月、文化審議会46が2021年度の世界文化遺産の国内推薦候補として佐渡

島（さど）の金山を選定する旨答申した47ことに対し、韓国側は朝鮮半島出身者が強制労働

 
42 提出期限は2022年３月21日と報じられている（『毎日新聞』（令4.1.8））。なお、「外交関係に関するウィーン

条約」第22条３では、外交使節団の公館等は差押え、強制執行等を免除される旨規定されている。 
43 ＷＴＯ協定は「世界貿易機関を設立するマラケシュ協定」とその附属書から構成されており、貿易障壁の軽

減及び無差別原則の適用という二つの考え方に基づいて組み立てられている（経済産業省『2021 年版不公正

貿易報告書』155 頁）。 
44 日韓両国政府間で相互に提供される国家安全保障のために保護する必要のある防衛関連情報を、受領国政府

が自国の国内法令に従って保護するためにとる措置等について定めたもの。 
45 林外務大臣は外交演説において、非常に厳しい状況にある日韓関係について「このまま放置することはでき

ない」旨述べた上で、「日韓関係を健全な関係に戻すべく、日本の一貫した立場に基づき、韓国側に適切な対

応を強く求めていく」旨述べた（第208回国会参議院本会議録第１号（令4.1.17））。 
46 文化庁に置かれた審議会である（文部科学省設置法（平成11年法律第96号）第20条第１項）。 
47 国内推薦候補の選定は推薦の決定ではないとされている（文化庁ウェブサイト<https://www.bunka.go.jp/k

oho_hodo_oshirase/hodohappyo/2021122701.html>）。 
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させられた施設であるとして、撤回を求めている。林外務大臣は2022年１月、「世界遺産登

録を実現する上で何が最も効果的かという観点から、政府内で総合的な検討を行っており、

諸準備を進める中での考慮要素として、他国から疑義が呈される場合に、佐渡の金山に関

わる歴史や事実関係について証拠を挙げて反論を行うために十分な準備が整っているか検

討している」とし、「韓国への外交的配慮を行うことは全くない」旨答弁していたところ48、

同月、岸田総理は記者会見で「本年、申請を行い、早期に議論を開始することが、登録実

現への近道であるという結論に至り、２月１日に閣議了解を経て、国連教育科学文化機関

（ユネスコ）に申請することとした」旨表明した49。 

韓国では2022年３月に大統領選挙が実施されるが、主要候補の間で対日政策の方針に開

きがあり、その結果が注目される。 

 

５．北朝鮮情勢 

（１）北朝鮮の核・ミサイル開発の動向 

2021年１月の朝鮮労働党第８回大会において、金正恩総書記は、対外活動を最大の主敵

である米国の制圧・屈服に焦点を合わせるべきとした上で、核戦争抑止力を一層強化し、

最強の軍事力を育てることに全てを尽くすべきと述べるとともに、「戦術核兵器」の開発な

ど核技術の高度化、核先制及び報復打撃力の高度化、極超音速滑空飛行弾頭の開発など、

核・ミサイル能力の更なる向上に言及した50。その後、北朝鮮は新型長距離巡航ミサイル、

極超音速ミサイル、潜水艦発射型弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）等の発射実験を実施するなど、

新兵器の開発を進展させている。2022年１月に入って日米欧の各国が北朝鮮を非難する共

同声明を発表し、国連安全保障理事会では北朝鮮に対する追加制裁案について協議された

が、一致した対応には至っていない51。 

 

（２）米国の対北朝鮮政策 

バイデン政権は、2021年４月、過去の北朝鮮政策の見直しを完了したことを明らかにし、

「調整された現実的アプローチ」をとると表明した。詳細は明らかにされていないが、目

標を朝鮮半島の完全な非核化とし、米国と同盟国との安全を強化する方法とされる。また、

グランドバーゲン（一括取引）の達成に焦点を当てず、戦略的忍耐にも頼らないとして、

トランプ政権やオバマ政権とは別の手段を採用することとした。バイデン政権は、北朝鮮

による弾道ミサイル等の発射に対し、国連安保理決議に違反していると非難しつつも、前

提条件なしで北朝鮮と対話する用意があることを表明している。2022年１月、ブリンケン

国務長官は声明で、大量破壊兵器、弾道ミサイル関連物資の調達等を理由に北朝鮮国籍の

６個人とロシアの１個人及び１企業に対し、資産凍結等の制裁を科した旨発表し、「北朝鮮

 
48 第208回国会衆議院予算委員会議録第２号（令4.1.24） 
49 首相官邸ウェブサイト<https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/statement/2022/0128kaiken.html>。政

府は２月１日の閣議で、「佐渡島の金山」のユネスコへの推薦を了解し、ユネスコに推薦書を提出した（『産

経新聞』（令4.2.2））。 
50 防衛省『令和３年版防衛白書』57・59頁 
51 『産経新聞』（令4.1.22） 
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の大量破壊兵器及び弾道ミサイル計画に対処するため、あらゆる適切な手段を用いていく」

とした上で、「同盟国等と緊密に連携し、我々は北朝鮮との対話と外交を模索することに引

き続き尽力し、北朝鮮に交渉に参加することを求める」旨表明した52。米国にとって北朝鮮

問題の優先順位は低いとの指摘があり、対北朝鮮政策は手詰まりとの見方も示されている
53。 

 

（３）日朝関係と拉致問題 

日本と北朝鮮の間において、2014年５月のストックホルム合意をめぐる一連の交渉に進

展が見られない中、日本政府は拉致問題を最重要課題と位置付け、諸外国との首脳・外相

会談の機会や国連等の場で拉致問題を提起するなど外交手段を尽くして問題解決に取り組

んできたが、北朝鮮側は「拉致問題は既に全て解決され、完全に終わった問題」とする主

張を続けており、拉致被害者の帰国に向けた道筋を作り出すことはできていない。岸田総

理は施政方針演説において、各国と連携しながら、全ての拉致被害者の一日も早い帰国を

実現すべく、あらゆるチャンスを逃すことなく、全力で取り組むとし、条件を付けずに金

正恩委員長と直接向き合う決意を示すとともに、日朝平壌宣言に基づき、拉致、核、ミサ

イルといった諸懸案を包括的に解決し、不幸な過去を清算して、日朝国交正常化の実現を

目指す旨表明しており54、北朝鮮との対話の糸口を見出すことが求められよう。 

 

６．日露関係 

2018年11月、安倍総理とプーチン大統領は日露首脳会談（シンガポール）において、平

和条約締結後の日本への歯舞諸島と色丹島の引渡しを記した「日ソ共同宣言」（1956年12月

発効）を基礎として平和条約交渉を加速させることに合意したものの、交渉は進展してい

ない。ロシア側は依然として交渉の障害として日米安全保障条約の存在を挙げ、日本に島

が返還された場合に在日米軍が配備される可能性に懸念を示している55。 

ロシアは2020年７月に「領土の割譲禁止」を明記した改正憲法を公布し56、同年12月には、

領土の割譲につながる行為を行った者への懲役刑を可能とすること等を盛り込んだ法律の

改正案にプーチン大統領が署名を行った。また、北方領土での度重なる軍事演習が行われ

ていることに加え、北方領土の軍事拠点化が進められている。さらに、2021年９月に開催

された東方経済フォーラムの全体会合において、プーチン大統領は北方領土全域で企業の

法人税や固定資産税の10年間の免除などを導入するといった自国の法令に基づく経済特区

の創設を表明し、日本以外の第三国にも参加を呼びかけた。 

 
52 『毎日新聞』（令4.1.14）、米国務省ウェブサイト<https://www.state.gov/united-states-designates-enti

ties-and-individuals-linked-to-the-democratic-peoples-republic-of-koreas-dprk-weapons-programs/> 
53 『朝日新聞』（令4.1.21）、『産経新聞』（令4.1.15） 
54 第208回国会参議院本会議録第１号（令4.1.17） 
55 2014年のクリミア併合で米露関係が悪化したことが、米国の同盟国である日本に対するロシアの態度を硬化

させている一因であるとの指摘がある（河東哲夫「「変節」プーチンとの正しい領土交渉」『ニューズウィー

ク日本版』（2021.3.16））。 
56 改正憲法の領土割譲の禁止規定には「国境の再確定は例外」とのただし書があるものの、ロシア外務省の報

道官からは日本との平和条約交渉は国境画定とは関係がないとの発言もなされている。 
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2021年10月、岸田総理とプーチン大統領との間で初となる日露首脳電話会談が行われた。

会談においては、岸田総理が平和条約締結問題を含め、日露関係全体を互恵的に発展させ

ていきたい旨述べ、プーチン大統領は二国間及び国際的な課題に関して建設的に連携する

用意があり、平和条約締結問題も含め、二国間のあらゆる問題に関する対話を継続してい

く意向を示した。しかし、日本が事前に訪問中止を求めていたにもかかわらず、首脳会談

後の同月中に、グリゴレンコ副首相及びフスヌリン副首相が択捉島及び色丹島を訪問し、

グリゴレンコ副首相はビジネス関係者と協議を行った。この訪問は経済特区の導入に向け

た準備とみられている。 

岸田総理は施政方針演説において、ロシアとは領土問題を解決して平和条約を締結する

との方針の下、2018年のシンガポールでの首脳会談のやり取りを含め、これまでの諸合意

を踏まえ、同年以降の首脳間でのやり取りを引き継いで、粘り強く交渉を進めながら、エ

ネルギー分野での協力を含め、日露関係全体を国益に資するよう発展させていく旨表明し

た57。また、林外務大臣は外交演説において、元島民のための人道的措置や北方四島におけ

る共同経済活動58の更なる具体化に向けた取組の着実な進展を図る旨発言した59。 

 

７．核兵器の軍縮・不拡散 

（１）ＮＰＴ運用検討会議 

核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）の締約国間においては、５年ごとに運用検討会議が開催さ

れてきた。近年、核兵器国と非核兵器国との間で、核兵器禁止条約への賛否など対立が先

鋭化しており、核軍縮に対する各国の意見を収れんさせることが困難な状況となっている。

ＮＰＴ発効から50年の節目の年であった2020年は運用検討会議の開催が予定されていたが、

新型コロナウイルスの感染拡大を受けて延期されており、2022年１月の時点では同年８月

の開催も含めて調整中とされる。 

2022年１月、ＮＰＴ上の核兵器国である米露英仏中の五か国は、核戦争の防止と軍拡競

争の回避に関する共同声明を発表し、第６条の義務を含むＮＰＴ上の義務に引き続きコミッ

トする旨表明している60。 

同月、日米両政府は「核兵器不拡散条約に関する日米共同声明」を発表した。同声明で

は、過去の運用検討会議の最終文書に含まれるコミットメントの履行の重要性を認識し、

必要な取組にはＦＭＣＴ（核兵器用核分裂性物質生産禁止条約）の即時交渉開始やＣＴＢ

Ｔ（包括的核実験禁止条約）の発効が含まれるとし、全核兵器国による透明性向上が奨励

されるとしている。また、米露間の戦略的安定性対話の進展を期待し、その他の国及びよ

 
57 第208回国会参議院本会議録第１号（令4.1.17）。なお、領土問題が大きく動くのはロシアの国力が大きく低

下したとき、又は中国がロシア極東地方に野心を示す場合である旨の指摘がある（河東哲夫（脚注55参照））。 
58 2016年12月の日露首脳会談において、両国の法的立場を害さない「特別な制度」の下で共同経済活動を行う

ための協議開始について合意され、2018年９月の首脳会談ではプロジェクト候補の実施に向けた行程表が承

認されたが、共同活動の前提となる「特別な制度」に関する具体的な結論は出ていない。 
59 第208回国会参議院本会議録第１号（令4.1.17） 
60 米国大統領府ウェブサイト<https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2022/01/0

3/p5-statement-on-preventing-nuclear-war-and-avoiding-arms-races/> 
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り広範な兵器システムを含む将来的な軍備管理措置の必要性を強調した上で、中国に対し

て核リスク低減・透明性向上・核軍縮進展のアレンジメントへの貢献を要請している。 

岸田総理は、施政方針演説において、各国の現・元政治リーダーが関与する国際賢人会

議を立ち上げ、2022年中を目標に初回の会合を広島で開催する方針を表明した。核軍縮・

不拡散の推進に向けた日本政府の取組が注目される。 

 

（２）核兵器禁止条約 

2010年のＮＰＴ運用検討会議における最終文書に国際人道法や核兵器禁止条約について

言及があったことを含め、新しい議論の潮流として核兵器の非人道性をめぐる論点が注目

された。核兵器の非人道性をめぐる議論の高まりは、核兵器禁止条約の交渉開始への動き

を後押しする結果となり、2017年７月、第２回交渉会議で核兵器禁止条約は採択された（賛

成122、反対１、棄権１）。条約は、前文で被爆者（ヒバクシャ）に言及し、核兵器その他

の核爆発装置を使用すること又は使用するとの威嚇を行うことを禁止した。2021年１月に

発効し（2021年12月23日現在、署名86か国・地域、批准59か国・地域61）、2022年３月にオー

ストリアで第１回締約国会議の開催が予定されていたが、新型コロナウイルスの感染拡大

を受けて同年半ばに延期された62。 

岸田総理は、核兵器禁止条約について、「核兵器のない世界を目指すに当たって出口に当

たる大変重要な条約である」との認識を示した上で、同条約には「核兵器国は一国も参加

をしておらず、核兵器国を本当に動かそうとしたならば、特に日本の場合は、まずは唯一

の同盟国である米国と核兵器のない世界に向けての信頼関係をしっかり築くところから始

めなければならない」とし、締約国会議へのオブザーバー参加については「今のところ具

体的には考えていない」としている63。 

 

（みやざき まさし） 

 

 
61 へいわ創造機構ひろしまウェブサイト<https://hiroshimaforpeace.com/status-tpnw/>、国連軍縮部ウェブ

サイト<https://disarmament.un.org/treaties/t/tpnw> 
62 ＮＨＫニュースウェブサイト<https://www3.nhk.or.jp/news/html/20220201/k10013461641000.html?utm_i

nt=news-new_contents_list-items_068> 
63 第207回国会参議院予算委員会会議録第１号（令3.12.16） 


